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第１部

第１

部法律問題について

１従前の主張の整理・補充

１控訴人らの利水（水道用水，工業用水）に関する主張は，被控訴人群馬県

企業管理者（専決権者を含む｡）の財務会計行為（建設費負担金の国庫への

納付等）の適否とどのように関連するのかを一切明らかにすることなく，一

方的に，しかも失当な主張を羅列するだけのものであって，およそ法律論と
しての体をなしていない。

また，控訴人らの治水に関する主張も，地すべり等に関する主張を含め，

被控訴人群馬県知事（専決権者を含む｡）の財務会計行為（地方負担金の国

庫への納付）の適否との関連を一切示しておらず，上記と全く同様のもので
ある。

控訴人らの主張は，その主張自体からして失当なものなのである。

２ところで，被控訴人群馬県企業管理者の利水に関する建設費負担金の国庫

への納付が違法となるのは，国士交通大臣の納付の通知に重大かつ明白な暇

疵が存しそれが違法無効であるのに(水特法負担金及び基金負担金の支出は，

水特法協定書及び基金協定書等が無効であるか又は無効でないものの取消

権，解除権を有し若しくは解消し得る特殊な事情があるのに)，漫然とこれ

を納付した場合に限られるが（被控訴人ら準備書面（６），同（８）ご参照)，

建設費負担金の負担は，群馬県企業管理者において利水上の必要性があるこ

とを要件とするものではなく，八シ場ダムの建設に関する基本計画において

ダム使用権の設定予定者の地位にあることに基づくものであって，いくら群

馬県や群馬県企業管理者にとってハツ場ダムは利水上必要性がないと言って

みても，主張自体失当の無意味な主張でしかない。

さらに，水道用水等の水源に余裕（水余り）があるから被控訴人群馬県知

事は八シ場ダム使用権の設定申請を取り下げなければならず，それをせずに

群馬県企業管理者が漫然と建設費負担金を国庫へ納付したのは違法だという



ような見解（本件の原審のほか，東京都控訴審判決（乙４１１号証）も「余

地がある」としつつ同旨での枠組を設定している｡）は，余裕があるとして

も必ずしも数ある水源のうち八シ場ダム使用権の設定申請のみを取り下げな

ければならないということにはならないが，仮に申請を取り下げなければな

らない状況にあったとしても，それだけで当然に国土交通大臣の納付の通知

が違法無効となるものではないため（取下げのためには法定の手続を踏まな

ければならない｡），失当の見解といわざるを得ない。しかも，このような

見解は，最高裁（Ｈ４．１２．１５民集４６．９．２７５３）のいう「(財

務会計行為が違法となるのは，当該行為に）先行する原因行為に違法事由が

存する場合であっても，原因行為を前提としてなされた職員の行為自体が財

務会計法規上の義務に違反する違法なものであるときに限られる」とする趣

旨やそこでいう「原因行為」の意義を正解したものではない上（被控訴人ら

準備書面（６）７ないし９頁，同（８）９頁ご参照)，ダム使用権の設定申

請の取下げのいかんは水道行政全般に関わる知事，議会議員等の政策判断事

項であって，財務会計担当者が一存で，あるいは単に群馬県の住民というだ

けで何の正当性もない１６名の控訴人ら住民がその適否を左右できるような

ものではないのであり，その点でも矢当の見解といわざるを得ない（仮に直

接請求でこの点を問題とするのならば，地方自治法７５条の事務監査請求に
よることになる｡)。

本件は，控訴人らの利水に関する主張によって（仮にその主張が認められ

るとしても)，被控訴人群馬県企業管理者の建設費負担金の国庫への納付等

が違法となることはそもそもあり得ないのであって，控訴人らの利水に関す
る主張はすべて主張自体失当のものと断言できる。

なお，水特法負担金，基金負担金については，被控訴人ら準備書面（６）

（１７頁以下）等に述べたとおり，水特法協定書や基金協定書等が，私法上

無効であるか又は無効でないものの当事者が取消権，解除権を有し若しくは
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解消し得る特別な事情がある場合ではないため，その納付が違法となること
はあり得ない。

３また，被控訴人群馬県知事の治水に関する地方負担金の国庫への納付が違

法となるのは，前記同様に国士交通大臣の納付の通知に重大かつ明白な暇疵

が存しそれが違法無効であるのに，漫然とこれを納付した場合に限られると

いえるが，控訴人らが羅列する主張によっても，そのような瑠疵があるとは

全くいえず，主張自体失当であることは明らかである。

すなわち，治水に関し控訴人らの主張する基本高水のピーク流量等の問題

はすぐれて河川工学等の専門分野に属する問題であるため，仮にそこに瑠疵

があったとしても，群馬県を含む１都５県にとって「一見して明白」なもの

でないことは明らかであり，また，控訴人らの主張する地すべりの危険性等

の問題は技術的に解決できる問題である上，このような現地の地質等の問題

が１都５県にとって明白性を欠くことも自明であるため，控訴人らの治水等

に関する主張をもって，国士交通大臣の納付の通知に重大かつ明白な暇疵が

あるとはいえないからである。

本件は，控訴人らの治水等に関する主張によって（仮にその主張が認めら

れるとしても)，被控訴人群馬県知事の地方負担金の国庫への納付が違法と

なることはそもそもあり得ないのであって，控訴人らの主張はすべて主張自

体失当のものと断言できる。

４本件に関連する東京都控訴審判決（乙４１１号証）は，建設費負担金と受

益者負担金の両者の国土交通大臣の納付の通知について，これを国庫への納

付（公金の支出）の原因行為ととらえ，「原因行為について重大かつ明白な

違法ないし瑠疵があるなど，当該原因行為が著しく合理性を欠きそのためこ

れに予算執行の適正の見地から看過し得ない暇疵があるとき」という基準を

設定して，当該通知にこのような暇疵が存するか否かについて実体判断に入

っている。しかし，このような基準は，（ｉ）用いられる場面の異なる２つ
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の基準を無理につなぎ合わせたものであること，（ii）処分自体に存する瑠

疵と財務会計行為者からみた暇疵とを混同していること，（⑪処分（納付

の通知）により財務会計行為（国庫への納付）が義務付けられているのに財

務会計行為者において予算執行の適正確保の見地から当該財務会計行為を行

；うことの可否を左右できるはずがないこと（以上，被控訴人ら準備書面(８）

７頁エご参照）のほか，（iv）処分（納付の通知）に重大かつ明白な暇疵が

あるにもかかわらずこれを無視して財務会計行為（国庫への納付)に及べば，

当該行為は財務会計法規上の義務に違反する違法なものとなり得るが，他方

で，財務会計行為者において原因行為者の原因行為が著しく合理性を欠き予

算執行の適正確保の見地から看過し得ない暇疵があると認めたときには，原

因行為者と協議等して暇疵の解消に努めなければならないが（財務会計行為

を拒否できるというものではない｡），解消に努めれば協議が整わなくても

財務会計行為者の行為は免責されるというものであり，両者の暇疵の内容と

その効果は異なるのであって（最高裁判所判例解説（平成４年度版）５４６

頁，同（平成２０年度版）１５頁)，このような内容，効果の異なる暇疵を

合体させて，上記のような基準を設定するのは全く当を得たものではないこ

と，（ｖ）処分の内容が金銭の納付に係るものに限って，重大かつ明白な暇

疵という処分の無効要件を特に緩和しなければならない理由はないこと，

（vi）このような基準を設定すると，以下の５，６に述べるような著しい不

合理な結果になるなど，批判に耐えられるようなものはない。

そのため，このような無効要件を緩和して実体判断に踏み込むことは適切
ではない。

５本件において，仮に利水問題・治水問題について実体に踏み込んでご判断

をされるということになると，国民（本件では１都５県の約３３５０万人の

都県民）でありさえすれば，たとえ１人であっても（本件では約２００万人

の群馬県民のうち１６名)，また，法律上の利害関係が全くなくても（上記
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１６名の生命，身体，財産等に関わる法律上の利害関係は皆無である｡），

さらには，第三者の法律上の利益を害することになっても（法律上の利益を

有する現地住民や利根川沿｣||住民は，ハツ場ダムの早期建設を強く望んでい

る｡)，自分の主義主張を掲げるだけで（無駄な公共事業だ等々)，一切の責

任を負うこともなく（上記１６名が人ソ場ダム建設事業による利水・治水問

題について，責任を負うことはあり得ない｡），国と関係地方公共団体（１

都５県等）の総意をもって決定された国の事業（八ツ場ダム建設事業）を俎

上に乗せてその適否や要否を争うことができるということになるが，このよ

うな非常識な訴訟が許容されてよいはずがなく，このことは，法律家ならず

とも何人からみても自明のことであろう。本件の原審（乙３０６．３０７号

証の東京地裁判決の影響を強く受けていると思われる｡）や東京都控訴審判

決（乙４１１号証）の実体に踏み込んだご判断は，結果的にこのような奇１径

な訴訟を許容するものとなっているのであり，大いに問題があると評さざる
を得ない。

６法令に基づき国が行う事業（いわゆる国直轄事業）について，その費用の

一部を地方公共団体に負担させる制度(地方財政法１７条の２第１項ご参照）

のうち，河川，砂防，地すべり，道路，港湾，空港，都市公園，自然公園，

土地改良に関する農地等（地方財政法１０条の２関係）については，それぞ

れ河川法，砂防法，地すべり防止法，道路法，港湾法，空港法，都市公園法，

自然公園法，土地改良法等の個別法の規定により（それぞれの個別法に特別

法がある場合で，当該特別法に地方公共団体が費用を負担する規定がある場

合は，当該特別法の規定により負担金を支出することとなる。例えば，河川

法の関係では，特定ダム対策推進法が特別法の関係にあり，ハツ場ダム建設

事業については河川法及び特定ダム対策推進法のそれぞれの規定に基づき負

担金を支出している｡），地方公共団体が当該事業の費用の一部を負担する

こととなっている。また，災害の復旧に係る事業費（地方財政法１０条の３



関係）についても，同様に地方負担金の制度がある（本訴訟と直接の関係が
ないので詳述しない｡)。

群馬県において国の行う事業に負担金を支出している例はいくつかあるが

（平成２０年度の群馬県の負担する地方負担金は総計で約１１９億円であ

る｡)，うち国道を例に挙げると，国道の新設又は改築は国土交通大臣が行

う（道路法１２条）こととされており（政令で定める場合は都道府県が行う。
なお，維持，修繕，災害復旧等については同法１３条１項)，その費用は，

国士交通大臣が当該新設又は改築を行う場合においては，国がその三分の二

を，都道府県がその三分の－を負担（道路法５０条１項）するのが原則であ

り，電線共同溝や交通安全施設については，それぞれの特別法である共同溝

の整備等に関する特別措置法又は交通安全施設等整備事業の推進に関する法
律で負担金の割合，納付手続等が規定されている。

そして，国の予算が成立すると，国士交通省関東地方整備局から道路整備

の計画が示され，また国士交通省（本省）から県の負担すべき額の内示があ

り，その後に道路法施行令２３条１項の規定により国土交通大臣から知事宛

てに負担額の通知及び納付書の送付があり，知事は，この通知に基づき債務

負担行為を行い，納付書により支出することとなる。この手続は，河川法に

基づく負担金の支出と異なるものではない。仮に，国士交通大臣の通知を無

視して知事が負担金を支出しないとすると，負担金の納付の義務（道路法５

３条１項）に違反することとなり，まず督促を受け（同法７３条１項)，督

促で指定された期限にまでに納付しない場合は，国税滞納処分の例により強

制徴収されることとなる（同条３項)。この構造も，河川法と同様のもので
ある。

なお，この国税滞納処分の例による強制徴収の規定は，道路法，河川法の

ように規定があるものと，土地改良法に基づく国営土地改良事業のようにな
いものもある。
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仮に本件の訴えが適法なものということになると，例えば群馬県内の国道

の新設，改築等を例にとると，群馬県の住民（約２００万人）でありさえす

れば，当該国道の新設等に何の関わりもなく，全く影響を受けない者であっ

ても，群馬県の負担金に籍ｐしさえすれば，その適否，要否を住民監査請求

や住民訴訟で争えるということになるが，このような常軌を逸した結論は到
底受け入れられるものではないであろう。

７本件の住民訴訟について仮に実体判断をされるのであれば，治水関係の先

例である乙１９６号証及び乙２３９号証の１．２程度の形式的なご判断で十

分ともいえるが，本件訴えはむしろ上記したことや以下に述べることを考慮
すると，却下されるのが相当と考えられる。

第２本案前の抗弁の主張

上記５～７に述べたことからすれば，本件訴えは，形式的な実体判断にとど

まらず，進んで「法により特に出訴が認められた住民訴訟の類型に該当しない

訴えとして，不適法」なものとして（この用例は，「当該職員」に該当しない

者に対する旧４号代位請求訴訟について〆棄却ではなく却下すべきとした最高

裁昭和６２年４月１０日第二小法廷判決・民集４１巻３号２３９頁の文言を引

用したものである｡)，却下するのが相当と考えられる。

被控訴人らは，原審において，本件訴訟は住民訴訟に名を借りて国の事務の

適否を争うものであるから，住民訴訟の濫用であって許されない旨主張してい

るが，原審は，この主張を援用していない。

しかし，このような判断は適切とは考えられない。以下，その理由を明らか
にする。

１住民監査請求及び住民訴訟は，地方公共団体の財務についての違法，不当

を是正する目的で特に法律によって創設された制度である。

住民監査請求の趣旨目的について，最高裁昭和６２年２月２０日第二小
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法廷判決（民集４１巻１号１２２頁）は，住民監査請求の制度は，普通地方

公共団体の財政の腐敗防止を図り，住民全体の利益を確保する見地から，当

該普通地方公共団体の長その他の財務会計職員の違法若しくは不当な財務会

計上の行為又は怠る事実について，その監査と予防，是正等の措置とを監査

委員に請求する権能を住民に与えたものであって，住民訴訟の前置手続とし

て，まず当該普通地方公共団体の監査委員に住民の請求に係る行為又は怠る

事実について監査の機会を与え，当該行為又は当該怠る事実の違法，不当を

当該普通地方公共団体の自治的，内部的処理によって予防，是正させること

を目的とするものであると判示している（最高裁平成１０年１２月１８日第
三小法廷判決・民集５２巻９号２０３９頁も同旨)。

また，住民訴訟の趣旨，目的について，最高裁昭和５３年３月３０日第一

小法廷判決（民集３２巻２号４８５頁）は，地方自治法２４２条の２の定め

る住民訴訟は，普通地方公共団体の執行機関又は職員による同法２４２条１

項所定の財務会計上の違法な行為又は怠る事実が究極的には当該地方公共団

体の構成員である住民全体の利益を害するものであるところから，これを防

止するため，地方自治の本旨に基づく住民参政の一環として，住民に対しそ

の予防又は是正を裁判所に請求する機能を与え，もって地方財務行政の適正

な運営を確保することを目的としたものであって，執行機関又は職員の前記

財務会計上の行為又は怠る事実の適否ないしその是正の要否について地方公

共団体の判断と住民の判断とが相反し対立する場合に，住民が自らの手によ

り違法の防止又は是正を図ることができる点に，制度の本来の意義があると

した上，住民の有する前記訴権は，地方公共団体の構成員である住民全体の

利益を保証するために法律によって特別に認められた参政権の一種であり，
その訴訟の原告は，自己の個人的利益のためや地方公共団体そのものの利益

のためにではなく，専ら原告を含む住民全体の利益のために，いわば公益の

代表者として地方財務行政の適正化を主張するものであるということができ
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ると判示している（最高裁昭和６１年２月２７日第一小法廷判決・民集４０

巻１号８８頁，最高裁平成４年１２月１５日第三小法廷判決・民集４６巻９
号２７５３頁も同旨｡)。

２ところで，本件で控訴人らは，要するに，国の実施する事業（八シ場ダム

建設事業）は群馬県にとって必要がない（利水上，治水上必要がない）から，
必要のない事業に対する群馬県の財務会計行為（建設費負担金，地方負担金

く原判決は，「建設事業負担金」と表示しているが，被控訴人らの原審での

表示に従って，以下「地方負担金」と表示することとする｡〉の国庫への納

付等の公金の支出）は違法だと主張しているものであり，具体的には，同事

業に係る国士交通大臣の納付の通知は違法（無効）であるから，群馬県企業

管理者及び群馬県知事の建設費負担金及び地方負担金の国庫への納付等は財

務会計法規上の義務に違反する違法なものだと主張しているものであり，群

馬県の地方財務に関する固有の財務会計法規上の義務違反に係る主張は皆無

である。要するに，本訴において控訴人ら住民が予防,是正を求める対象は，

群馬県において予防，是正し得る群馬県財政に固有の違法事由ではなく，群

馬県知事等の国庫への納付等の前提である国土交通大臣の納付の通知に違法

無効事由が存するか否かを介して，専ら国の実施する事業（ハツ場ダム建設
事業）の適否，要否を審理の対象としているものである。

本件での審理の対象として，形式上，控訴人らは群馬県知事の国庫への納

付等（公金の支出）を掲げてはいるが，実質は，国の事業を対象にその適否
や要否を問題としていることは明らかである。

（１）住民監査請求の制度は，上記したとおり，「普通地方公共団体の財政の

腐敗防止を図り，・・・普通地方公共団体の長その他の財務会計職員の違

法若<は不当な財務会計上の行為又は怠る事実について,その監査と予防，

是正等の措置とを監査委員に請求する権能を与えたもの」とされるが，本

件の場合，監査と予防，是正等の対象となっているのは，地方公共団体の

汀
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長その他の財務会計職員の財務会計上の行為又は怠る事実に係る地方財務
固有の違法事由ではなく，その前提となっている国の事業（八シ場ダム建
設事業）についてであり，具体的には，上記したとおり，同事業の実施に

伴う群馬県に対する国士交通大臣の納付の通知の違法性，不当性である。
すなわち，本件での住民監査請求は，普通地方公共団体の財政の腐敗の防
止という目的を逸脱したものなのである。

また，住民監査請求の制度は，「住民訴訟の前置手続として，まず普通
地方公共団体の監査委員に住民の請求に係る行為又は怠る事実について監
査の機会を与え，当該行為又は怠る事実の違法，不当を当該普通地方公共
団体の自治的，内部的処理によって予防，是正させることを目的とするも
の」とされるが，国の実施する事業（八シ場ダム建設事業）について，普
通地方公共団体の監査委員がその内容のみならず適否，要否を監査するこ

と（特に地方自治法２４２条５項の６０日以内に監査すること）は，平成
３年の地方自治法の改正により監査委員が行政監査ができるようになって

はいても，不可能なことであり（治水上の問題はもちろん，利水上の問題

についても，県内の水需要状況は把握できてもこのことと国の事業の内容
やその適否，要否の把握とは別の問題である。），そのため「普通地方公

共団体の自治的，内部的処理によって予防，是正」することはおよそ不可
能であって，「住民訴訟の前置手続として」の機能を果たすこともできな

イ

。

丘

い。

（２）また，住民訴訟の制度は，上記したように，「普通地方公共団体の執行
機関又は職員による地方自治法２４２条１項所定の財務会計上の違法な行
為又は怠る事実が究極的には当該地方公共団体の構成員である住民全体の
利益を害するものであるところから，これを防止するため，地方自治の本

旨に基づく住民参政の一環として，住民に対しその予防又は是正を裁判所
に請求する機能を与え」たものとされるが，上記したとおり，本件で地方
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自治法２４２条の２第１項１号の差止請求等の対象としている普通地方公

共団体（群馬県）の執行機関又は職員による財務会計上の行為（国庫への

納付等）の違法事由は，専ら国の事業（人シ場ダム建設事業）の適否，要

否についてのものであり，具体的には，普通地方公共団体に対して拘束力

のある国士交通大臣の納付の通知の適否（違法無効）であって，普通地方

公共団体(群馬県）固有の地方財務行政上の違法事由の主張は皆無である。

すなわち，本件での控訴人らの訴訟追行の過程をみれば自明のことであ

るが，本件の住民訴訟で控訴人ら住民が予防又は是正を裁判所に請求して

いる対象は国の事業（八シ場ダム建設事業）にほかならず，「地方財務行

政の適正な運営の確保を目的としたもの」ではない。また，本件で「住民

の判断と相反して対立」しているのは，普通地方公共団体の地方財務行政

ではなく，国が実施している事業（人シ場ダム建設事業）なのであり，本

件で「住民が自らの手により違法の防止又は是正を図」ろうとしているの

も，普通地方公共団体の地方財務上の事務ではなく，国の事務（ハツ場ダ

ム建設事業）なのである。

⑪

凪

（３）以上のように，本件は住民監査請求制度や住民訴訟制度の趣旨目的を

逸脱したものである。

３地方自治法は，地方公共団体の民主的かつ実効的な行政運営を確保するこ

とを旨とするものであって（同法１条)，国の事務の民主的，実効的な行政

運営の確保を目的とするものではない。

住民監査請求や住民訴訟の制度は,国の事務については認められておらず，

また，住民が自已の属しない他の地方公共団体の事務に口出しすることも予

定されていない（例えば，原告住民が途中で当該地方公共団体の区域外に転

居した場合は，訴えは却下される｡)。

住民訴訟は，法律の規定により特に認められた客観的訴訟のうちの民衆訴

訟に属するものであるため（最高裁昭和６２年４月１０日第二小法廷判決。

⑲
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民集４１巻３号２３９頁)，訴えの適否等その要件は法律の規定に基づき厳
格に解釈されなければならず，その対象等要件をむやみに広げることは許さ
れない。

本件は，法により特に出訴が認められた住民訴訟の類型に該当しない不適
法な訴えとして却下されるべきものである。

第３小括

このように,いずれにせよ本件は法律問題で結着させるべき事案といえるが，

他方で被控訴人らは，本件の八シ場ダム建設事業が政権交代に伴い大きな政治
問題となったこと等から，実体についても参考として詳しく説明（反論）して

来ており，そこで，以下，説明未了の控訴人らの主張に対し説明（反論）する
こととする。

第２部第１において控訴人らの準備書面（１６）の利水の主張等に対し，第
３部において控訴人らの準備書面（１４），同（１５）の治水に関する主張等
に対し，第４部において控訴人らの準備書面（１３），同（１４）の地すべり

等に関する主張に対し（いずれも多くは従前の主張の繰り返しである｡），説
明する。

第２部利水に関する主張について

第１部に述べたように，控訴人らの利水上の必要性に関する主張は，ダム使用

権の設定申請の取下げについての主張を含め，国士交通大臣の納付の通知や群馬
県企業管理者の建設負担金の国庫への納付の適否とは関係がなく（水特怯負担金
等の支出に関しても同様である｡），主張自体失当の主張である。

しかし,被控訴人らは，これまで準備書面（１）及び同（４）で控訴人らの主

張に対し,参考説明（反論）をしてきているため，従前の扱いに従って，以下，
未了の控訴人ら準備書面（１６）について（控訴人らの主張は従前の主張を繰り
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返し述べているに過ぎないが)，従前の主張箇所を指摘するとともに，若干の補
充をすることとする。

第１控訴人ら準備書面（１６）への被控訴人らの反論
１県の水需給計画

控訴人らは，県の水道用水供給事業等の水需給計画は存在しないとの被控
訴人らの主張が虚偽であると主張するが（控訴人ら準備書面（１６）１（３）
４頁・５頁)，被控訴人ら準備書面（１）第１の６（３）ア・イ（５８頁～

６１頁）で述べたとおり，控訴人らが存在すると主張するのは，人シ場ダム

建設事業への参画水量の妥当性を確認し検証するための資料であり，控訴人
らの言うような水需給計画ではない。

八シ場ダム建設事業への参画は，被控訴人ら準備書面（１）第１の１（３）

エ・オ（１７頁～２１頁）で述べたとおり，群馬県企業局（以下「企業局」
という｡）と受水市町との基本協定に基づく水量（以下「協定水量」という｡）

を根拠とするものであり，この水量の妥当性を検証するための上記資料を，
控訴人らは曲解して虚偽の主張をしているなどと非難するが，言い掛かりで
しかない。

２水需要の減少

控訴人らは，群馬県の水道用水の需要が急速に減っていくことは必至であ

ると主張するが（控訴人ら準備書面（１６）２（３）７頁)，控訴理由書第
２部第２章第１の１及び第２の２（３１頁～３２頁，３６頁～３８頁）にお

ける控訴人らの主張の域を出るものではなく，これらの主張に対しては，当
審における被控訴人ら準備書面（１）第１の１（４）イ（イ）（２３頁～２

７頁）及び第２の３（２）ア・イ（７２頁・７３頁）で反論したとおりであ
る。
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３地下水の利用可能性

控訴人らは，群馬県はフルプランを構成する水需給計画において水道用地

下水の削減を想定していない旨主張するが(控訴人ら準備書面（１６）３（３）

９頁)，控訴理由書第２部第４章第１の１及び第２（４４頁～４６頁）にお

ける控訴人らの主張の域を出るものではなく，これらの主張に対しては，当

審における被控訴人ら準備書面（１）第１の４（４５頁～５３頁）及び第２

の６（２）ア・イ（７８頁～８０頁）で反論したとおりである。

また，控訴人らは，地下水の汚染を架空の話と主張するが（控訴人ら準備

書面（１６）３（３）９頁)，これらの主張に対しては，当審における被控

訴人ら準備書面（１）第１の４（２）（４８頁～５２頁）及び第２の６（２）

イ（８０頁）で反論したとおりであり，現実の深刻な問題なのである。

４水源の融通

控訴人らは，今後企業局と受水市町村との間の協定水量が減少し，４県営

水道の間で水源の融通・振替を行うことさえできれば，安定水利権のみで需

要を充足することができるようになる旨主張するが（控訴人ら準備書面（１

６）４（３）１０頁～１２頁)，控訴理由書第２部第３章第２の１（４０．

４１頁）における控訴人らの主張の域を出るものではなく，これらの主張に

対しては，被控訴人ら準備書面（１）第２の４（２）アーウ（７３頁～７５

頁）で反論したとおりである。

また，控訴人らは，４県営水道が保有する安定水源は正しくは合計２４万

７５３６㎡／日であると主張するが（控訴人ら準備書面（１６）４（３）１

１頁)，被控訴人ら準備書面（４）第１の５（６頁・７頁）で述べたとおり，

企業局の４つの水道用水供給事業で取水が許可されている安定水利権は，合

計２．５１５㎡／秒（日量換算約２１万７５００㎡／日）である。
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なお，控訴人らは，新田山田水道の安定水源を四万川ダム０．１６５㎡／
秒・奈良俣ダム０．３５０㎡／秒と表記しているが（控訴人ら準備書面（１
６）４（３）１２頁)，誤りであり，正しくは新田山田水道の取水が許可さ
れている安定水利権は，０．１６５㎡／秒である（乙３９３号証)。

５非かんがい期の水利権の性格

控訴人らは，広桃用水転用水利権は暫定水利権とされているものの，非か
んがい期に取水に支障をきたしたことはほとんどない旨主張するが（控訴人
ら準備書面（１６）５（３）１３頁)，控訴理由書第２部第３章第１の１及
び第２の２（３９頁・４２～４４頁）における控訴人らの主張の域を出るも
のではなく，これらの主張に対しては，当審における被控訴人ら準備書面
（１）第２の５（２）ア・イ（７６頁～７８頁）で反論したとおりである。

６束毛工業用水道の水源

控訴人らは，東毛工業用水道について，一日最大給水量，契約水量とも２
０１１～２０１２年度に大きく減り，すでに広桃用水転用水利権なしでも水
需要には十分余裕がある状態になっている旨主張する(控訴人ら準備書面（１
６）６（３）１５頁)。

２０１１年度（平成２３年度）及び２０１２年度（平成２４年度）におけ
る給水契約の変動は，新規１社，増量４社，減量５社であり，そのうち１社
の減量幅が大きかったことから，２０１３年度（平成２５年度）当初の契約
水量は９万５５２０㎡／日となっているが，安定水利権から供給できる水量
は１０万０４４０㎡／日であり（被控訴人ら準備書面（１）第１の３（４）
ア３６頁)，その差は４９２０㎡／日に過ぎないものである。また，群馬
県は総合計画に基づいて積極的に企業誘致に取り組んでいるところであり，
今後増加することが見込まれる企業に対して常時安定的に工業用水を供給で
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◆

きる体制を整えておくことは企業局の重要な使命であり責務であること，工
業用水便用量が契約水量よりも超過することが多い企業に対しては給水契約
水量の増加を勧めていることについては，被控訴人ら準備書面（４）第１の
７（８頁・９頁）に述べたとおりであり，控訴人らの主張は失当である。
なお，控訴人らは，乙３９５号証の数字の見方について，独自の見解を示
している（控訴人ら準備書面（１６）６（３）１５頁・１６頁）が，この点
については被控訴人ら準備書面（４）第１の７（８頁）において主張したと
おりである。

７渇水への備え

控訴人らは，水余りが年々顕著になって，渇水の影響はますます小さくな

っていくと主張するが（控訴人ら準備書面（１６）７（３）１８．１９頁)，

控訴理由書第２部第５章第１の１及び第２（４７～４９頁）における控訴人
らの主張の域を出るものではなく，これらの主張に対しては，当審における

被控訴人ら準備書面（１）第１の５（５３頁～５５頁）及び第２の７（２）
アーウ（８１頁～８３頁）で反論したとおりである。

なお，控訴人らは，平成２４年９月からの利根川の１０％の取水制限が本
当に必要であったか疑わしい旨主張するが(控訴人ら準備書面（１６）７（３）
１８頁・１９頁)，平成２４年夏の渇水は，台風による降雨に伴い利根川上

流ダムの貯水量が回復し，河川流況も改善されたため，１０％を超える取水
制限には至らず済んだものであるに３９７号証)。

ちなみに，利根川では，平成２４年に続き平成２５年夏においても，少雨
傾向により降水量が平年よりも少なく，利根川上流８ダムでは貯水量が平年
を大きく下回る状況が続き，同年７月２４日から１０％の取水制限が行われ
ている（乙４３０号証)。

また，利根川水系渡良瀬川では，平成２３年，平成２４年に続き平成２５
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年６月２１日から１０％の取水制限が行われ，さらに，同年７月２３日から
は２０％の取水制限に強化されており（同年８月２日から１０％の取水制限
に緩和）（乙４３１号証)，渇水の発生頻度が非常に高くなっている。

第３部治水に関する主張について

第１部に述べたように，控訴人らの治水上の必要性に関する主張は，国土交通
大臣の納付の通知の無効事由には当たらず，群馬県知事の地方負担金の国庫への
納付が違法となることはないため，主張自体失当の主張でしかない。

しかし，被控訴人らは，これまで準備書面（２），同（３）で控訴人らの主張

に対し参考説明（反論）してきているため，従前の扱いに従って，以下，説明未
了の控訴人ら準備書面（１４），同（１５）について，反論を兼ねて説明する。

第１

１

控訴人ら準備書面（１４）第１部第１の１，同（１５）について

治水調査会利根川小委員会議事録と治水調査会利根川委員会議事録につい

て（控訴人ら準備書面（１４）第１部第１の１（１）～（７）＜２～５頁＞，
同（１５）第２の１～３＜３～７頁＞）

（１）控訴人らは，昭和２２年１１月２５日から昭和２３年９月２４日まで

１０回開催された「治水調査会利根川小委員会」（以下，第１において「小

委員会」という。）議事録（乙４１７号証く甲Ｂ１９０号証＞）によれば，
八斗島基準地点の基本高水のピーク流量である１万７０００，３／秒は政

治的に決定された数値であり，科学的な根拠がなく，控訴人らがこれまで

主張してきた１万５０００，３／秒以下が正しい旨主張している。

小委員会議事録を傭臓的に読めば，第４回までの小委員会においては八

斗島基準地点のピーク流量を１万５０００，３／秒として議論が進められ

ていたことがうかがえるに４１７号証１～７頁)。そして，第６回小委

員会において，当時の第一技術研究所（現在の（独）土木研究所）から人
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斗島基準地点のピーク流量１万７０００，３／秒が示され（乙４１７号証
８．９頁)，第７回から第９回小委員会で議論を行った結果に４１７号

証９～１４頁)，１万６８５０，３／秒を昭和２２年９月の出水における
最大流量として決定した事実が認められるに４１７号証２１頁)。

控訴人らは，ピーク流量１万７０００，３／秒に決める意思が小委員会
の会議の途中から働いて，それ以外の案を排除するようになったと一方的
に推測し，合理性を排除する意思が存在するとまで主張しているが，この

小委員会議事録からそのような存在をうかがうことは全くできない。

控訴人らは，第８回小委員会議事録にある「結局討議の結果，利根川小

委員会に関係府県士木部長を加えた懇談会を開き，地方の政治的意向を聞

いた上で改めて協議会（知事を含める）を開くことに決定」（乙４１７号
証１１頁）との記載のみを断片的に捉え，１万７０００，３／秒は政治的

に決められたものと一方的に断定し，科学的な根拠がないと主張している
に過ぎない。

（２）控訴人らは，利根川百年史の記載を引用し（乙４１８号証９１４頁)，
「利根川改修改訂計画」（昭和２４年２月）が承認される段階で，関係都
県から河川改修などの要望が出された際に八斗島地点上流域を抱える群馬
県は，八斗島地点よりも下流の支川の石田川，早)||の改修要望を出してい

るが，八斗島地点上流域については一切触れていないことから，八斗島地

点上流域には氾濫や洪水はなかったか，あっても深刻なものでなかったと
主張しているが，これも資料を断片的に引用し，都合よく解釈した誤った
主張である。

昭和２４年２月１１日に開催された「治水調査会利根川委員会」（以下，
第１において「委員会」という。）議事録（乙４１７号証）によれば，ま
ず，「利根川改修改訂計画案」が朗読され，その後，計画洪水量等につい
て個別案件の討議がなされている。

2２



その中で利根川本川の堤防余裕高についての討議がなされ，群馬県から

は，当時の建設省の本川堤防計画は福島橋（八斗島地点上流）付近までと

なっており，その上流は昭和２２年の溢水により氾濫被害があった地区で

あったため，ある程度の補強がなされていることを踏まえ，計画区域をさ

らに上流の渋川市付近まで延長することを要望している（乙４１７号証８
５頁)。

また，支川の改修計画についても討議がなされ，当時の建設省から，八

斗島地点上流の支ﾉｌｌである烏ﾉ||，神流川，鏑川においても昭和２２年の流

量を勘案した計画の見直しを行うとの説明に対して，群馬県からは，八斗
島地点下流の支)||である石田川，早｣||も追加して欲しい旨の要望をしてい
る（乙４１７号証９３頁)。

このように，群馬県が八斗島地点下流の河川改修の要望しかしていない

とする控訴人らの主張は，委員会議事録に記載された事実に反するもので
ある。

さらに，群馬県にとって昭和２２年の洪水が未曾有の甚大な災害であっ

たことは，被控訴人ら準備書面（２）第１の１（３）（９～１２頁）及び

同（３）第１の４（３）（２０～２３頁）で述べたとおりであり（乙３７

５号証く写真２～写真４.写真６．写真７＞，乙３７６号証３２～３５頁

及び乙３７７号証８．９頁，１２．１３頁，１８～２０頁，２２～２５頁，
３３～３８頁)，これに加え当時群馬県では，昭和２２年の洪水の甚大な

被害を痛感し,群馬県復興方策委員会を設置し，当時の日本学術振興会(現
在の日本学術会議）に対して災害の様相の科学的な究明，将来への災害防
除策及び復興計画の調査・立案を要請し，日本学術振興会から報告された

報告書が「カスリン台風の研究」（乙４１９号証）であるが，これによれ

ば当時の群馬県知事，群馬県県議会議長，日本学術振興会特別委員会委員
長の言葉からも，昭和２２年の洪水が未曾有の大災害であり，最大限の危

汀

▼
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機意識をもって対処していたことがうかがえるのである（乙４１９号証く
序文１．序文３．序文５．序文６＞)。

控訴人らの八斗島地点上流域には氾濫や洪水はなかったか，あっても深

刻なものでなかったものとの推測は，無責任きわまりないものであり，群
馬県民にとって耐え難い暴言である。

（３）上記したように，控訴人らは，６０年以上前に開催された小委員会議
事録と委員会議事録を断片的に都合よく解釈し，八斗島基準地点のピーク

流量１万７０００，３／秒には科学的な根拠がなく，自ら主張している，

万５０００，３／秒以下が科学的に正しいと主張しているが，小委員会議
事録と委員会議事録からはそのような事実は全く確認できず，控訴人らは

被控訴人ら準備書面（３）第２の１の主張（乙２７５号証の１＜３～７頁
＞）が誤りだなどと主張するが，その主張こそ誤りである。

（４）いずれにせよ，控訴人らの主張はいずれも失当である。

２人斗島地点とその下流の川俣地点の観測流量について（控訴人ら準備書面
（１４）第１部第１の１（６）イ＜４．５頁＞，同（１５）第２の４＜７～
９頁＞）

（１）控訴人らは，八斗島地点から約３０ｋｍ下流にある川俣地点でのカス

リーン台風時の最大観測流量が１万３４４０，３／秒で，八斗島地点の最
大観測流量が１万７０００，３／秒であるとすると，下流にある川俣地点

での流量が上流の八斗島地点の流量より少ないため，不合理であり，辻棲
が合わないと主張している。

しかし，下流の川俣地点が上流の八斗島地点の流量より少ないことにつ

いては，利根川百年史では，「小委員会報告書では，石田ﾉllおよび早川の

堤防決壊による利根川からの逆流量を１，５００～２，０００，３／秒と
推定し，残りの１，４１０～１，９１０，３／秒は河道において調節され
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たと考えられるとした｡」としている（乙４１８号証９１０頁)。

（２）控訴人らは，上記の小委員会の報告について，広瀬川，小山川からの
利根川本川への流入量がゼロである根拠が示されていないのに，カウント
されていない（利根川本川への流入量をゼロとしている｡）旨また，石
田川，早)||への利根川本ﾉ||からの逆流は推測に過ぎず，利根川本川におけ
る河道貯留があったかどうかの根拠も示されていない旨主張している。

石田川，早川への利根川本川からの逆流があったことについては，日本

学術振興会から報告された報告書「カスリン台風の研究」（乙４１９号証）
に記載されている。

まず，石田川については，「然るに右岸は無堤であり従って小島，上小

島高林２０８ｈａに亘って午後２時頃より利根川の逆流により浸水し，徐

々に増水し，午後７時～８時に於いて０．４ｍの増水であった｡」と記載
されているに４１９号証２９０頁)。

また，早川についても，「右岸は殆ど無堤に近く利根川の逆流を受けて

溢流し書頃より前小屋，二つ小屋まで逆流し，此の地区一帯１９９ｈａに

亘って２．０ｍ近い水深となった。堀口，前島地先の左岸は豊頃より全面

的に溢流し，午後７時～８時頃には溢流水深は約０．２ｍに達し，遂に破
堤欠潰した。即ち午後７時頃１００，，２４，，６１，，２６ｍと欠潰し
た。此の為に尾島町，前島，岩松，堀口，備前島，押切，上小島５３９ｈ

ａに亘って急激な増水を見た。此等の地区は１．０ｍ～２．０ｍの浸水と

なったが更に午後１１時～１２時頃，広瀬川の侵入水の影響によって最深
状態となった。尚ほ小島上小島２０８ｈａは利根川の石田川への逆流によ

り午後２時頃より徐々に浸水していたが午後８時～９時急激に増水した。
之れは地口地先早川左岸堤欠漬のためである｡」と記載されている（乙４
１９号証２９０頁)。

さらに，広瀬川についても，「広瀬川本ﾉll及び粕)|’（広瀬ﾉｌＩの支川）は
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午後７時３０分頃が最高水位であり,利根川は午後８時最高水位であった。
然し広瀬ﾉ'|は利根川に対しては常に順流であった事は確認された。但し前
述の如く，堤防は各所にて欠潰し午後８時に於ける広瀬川よりの侵入水に
よる。浸水地区は４４００ｈａに達し，其の流量の大半は河道外に逃げ，
利根川に合流した流量は極く少量と推定される｡」と記載されている（乙
４１９号証２８９．２９０頁)。

このように小委員会及び委員会は，八斗島地点下流から川俣地点まで
に合流する支川である広瀬川，石田川，早川の状況をある程度把握した上
で，議論を進めているのである。

（３）被控訴人ら準備書面（３）第１の４（３）（２０～２３頁）では，「昭
和２２年９月大水害の実相」（乙３７５号証)，「報道写真集カスリーン台
風」（乙３７６号証）及び「カスリーン台風から５０年忘れられぬあの
日」（乙３７７号証）により，八斗島地点上流域の本支川において大氾濫
が発生し，甚大な被害となったことを説明しているが，同様に八斗島地点
下流域の川俣地点までの利根ﾉ||左岸の支川である広瀬川，石田)||，早ﾉllと
それらの支川においても，利根川合流点付近で大氾濫が発生し，甚大な被
害となっているのであるに３７５号証く写真３.写真５.写真７＞，乙
４２０号証３６．３７頁及び乙４２１号証１０．１１頁，１４．１５頁，
２４～２７頁)。

（４）控訴人らは，小委員会の報告で計算根拠が示されたのは利根川本川か
ら石田川と早川への逆流１５００～２０００，３／秒だけであり，川俣地
点の最大観測流量が１万３４４０，３／秒なので，これらを合算しても，
八斗島地点の最大流量は１万４９４０～１万５４４０，３／秒と推測され
ると主張している。

まず，石田川と早川への逆流については，切れ口（破堤箇所の断面）や
浸水状況からの推定値でしかない（乙４１７号証６９頁)。
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また，川俣地点の観測流量について「カスリン台風の研究」には，「浮

子は竹浮子を使用し昭和橋より投下したが，時以後（その後）は昭和橋が

破壊したので，流木の大きいのを見付けて之に依り観測し表面浮子として

計算して見た。此の場合更正係数が問題となり，流量は他の観測箇所に比

して精度が多少落ちると思われる｡」と記載されておりに４１９号証２

８３頁)，相当な誤差が含まれると推定される。

さらに，控訴人ら自ら，河道貯留効果は河川工学において確立されてい

る科学的知見である旨主張しているのであるから（控訴理由書第４部第３

章第２＜９９頁＞)，それを考慮すべきであるのに，これを考慮していな

い。

これらの事実から，控訴人らの主張は河川工学的な意味を持たない，単

なる数字遊びに過ぎない。

第７回小委員会議事録では，「１万７０００，３／秒が各方面から出た

のだから，それを採る立前が正しいと思う。」，「八斗島で１万７０００㎡

／秒の合流量は信頼し得る数字であるから動かさない方が良いと思う。」

との意見が委員からも出ており（乙４１７号証１０頁)，控訴人らが主張

する１万４９４０～１万５４４０，３／秒と小委員会が決定した，万７０

００，３／秒とではどちらの精度が高いかについては自明の理であろう。

（５）控訴人らの主張はいずれも失当である。

３東京新聞の報道について（控訴人ら準備書面（１５）第１＜２．３頁＞）

（１）控訴人らは，２０１３年（平成２５年）１月６日付けの東京新聞の報

道に４２２号証く甲Ｂ１８８号証＞）を挙げ，昭和２４年に策定された

「利根川改修改訂計画」における八斗島地点の基本高水のピーク流量１万

７０００，３／秒の採用が合理的な根拠を欠いていたこと，また，この，

万７０００，３／秒という数字は，現在の八斗島地点の基本高水のピーク
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流量２万２０００，３／秒の基本となった数字であり，前者に根拠がなけ

れば後者にも根拠がないと主張している。

（２）まず，「利根川改修改訂計画」における八斗島地点の基本高水のピー

ク流量１万７０００，３／秒が小委員会及び委員会の審議を経て，合理的

に設定されたことは,上記の第１の１ないし２に述べたとおりである。

（３）次に，「利根川改修改訂計画」における八斗島地点の基本高水のピー

ク流量１万７０００，３／秒が現在の「利根川水系何｣,,整備基本方針」に

おける基本高水のピーク流量２万２０００，３／秒の基本となった数字で

ある旨の主張については’２０１３年（平成２５年）１月６日付けの東京

新聞の報道記事の「国交省は現在，１万７０００，３／秒を基に同台風並

みの雨が降った場合,最大流量２万１１００，３／秒と想定し，八シ場ダ

ム計画を進めている｡」との記載によるものであろうが（乙４２２号証)，

誤解を招く誤った記載であり,これに基づく控訴人らの主張も誤ったもの

である。

昭和２２年９月のカスリーン台風時の伊勢崎市八斗島地点の最大流量の

推定値１万７０００，３／秒は，昭和２４年の「利根川改修改訂計画」の

策定時に基本高水のピーク流量を設定するに際して参考とされたものであ

る（被控訴人ら準備書面（２）第１の２（２）＜１６頁＞，同（３）第２

の１＜２３．２４頁＞及び乙２７５号証の１＜３～７頁＞)。

これに対して，昭和５５年に策定された「利根川水系工事実施基本計画」

では，昭和５５年時点での河)||整備に対する社会的要請や今後想定される

将来的な河川整備の状況等も含めた検討を行い，将来的な計画値として，

カスリーン台風と同程度の降雨があった場合に，八斗島地点を通過すると

推定される流量を（貯留関数法による）流出モデルで計算した２万２００

０，３／秒と計算結果を確率処理した１／２００確率流量２万１２００㎡

／秒のいずれか大きい値を採用することとして，基本高水のピーク流量２
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万２０００，３／秒と設定されたものである（被控訴人ら準備書面（２）

第１の２（３）＜１６．１７頁＞，乙１９８号証の１＜５．６頁＞)。

また，平成１８年２月の「利根)||水系河川整備基本方針」の策定に当た

っては，社会資本整備審議会において，既定計画の基本高水のピーク流量

について，年最大流量と年最大降雨量の経年変化，流量確率による検証，

既往洪水による検証により，既定計画の基本高水のピーク流量は妥当であ

ると判断されている（被控訴人ら準備書面（２）第１の２（４）＜１７～

１９頁＞，乙３８０号証１５～２３頁)。

その後，平成２２年に前政権下当時の馬淵澄夫元国士交通大臣が利根川

水系の流出計算モデル等について検証することを表明し，国士交通省は自

らデータを点検した上で，現行の流出計算モデルの問題点を整理し，蓄積

されてきたデータや知見を踏まえて新たな流出計算モデルを構築し，これ

を用いた基本高水の検証を行うこととした。その際に，学術的な観点から

の評価が重要であり，評価をする上で客観性と中立性の確保が不可欠なこ

とから，日本学術会議に利根川水系における河川流出モデル・基本高水の

設定手法の検証に関する学術的な観点からの評価を依頼した（乙３５５号

証の２＜要旨ii，iii＞’１頁)。

そして，国士交通省は，日本学術会議から提示された留意事項に沿って

新たな流出モデルを構築し，八斗島地点における観測史上最大洪水である

昭和２２年９月洪水のピーク流量の推定値を２万１１００，３／秒，１／

２００確率流量を２万２２００，３／秒と計算し，日本学術会議もこの結

果を妥当と結論付けている（被控訴人ら準備書面（２）第２の３（２）力

＜３３．３４頁＞，同（３）第１の１（１）＜５～８頁＞，乙３５５号証

の１＜１７頁＞及び乙３５５号証の２＜要旨iii，２０頁＞)。

なお，日本学術会議では，土木工学・建築学委員会の下に設置された河

川流出モデル・基本高水評価検討等分科会（以下，「日本学術会議分科会」
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という。）において，京都大学及び東京大学が有する２つの異なる連続時

間分布型モデル（以下，それぞれのモデルを「京大モデル」及び「東大モ

デル」という。）を用いて昭和２２年の洪水流量の推定幅を推定し，その

推定結果と新モデルの結果を比較しているが，その推定値の幅は，京大モ

デルを用いた場合には２万０９０８，３／秒～２万３４６２，３／秒の範

囲，東大モデルを用いた場合には２万Ｏ４５０ｍ３／秒～２万１９５５，

３／秒の範囲となり，国土交通省が新モデルにより算出した昭和２２年洪

水におけるピーク流量２万１１００，３／秒は上記推定値の幅の中にあり，

妥当であることを確認している（被控訴人ら準備書面（２）第２の３（２）

ウ＜３２頁＞，乙３５５号証の１＜１４．１５頁＞及び乙３５５号証の２

①

＜１６～１８頁＞)。

また，日本学術会議分科会が独自に，新モデルの基礎方程式，プログラ

ムソースコードを確認した上で，（財）国士技術研究センターが一般に公

開しているシステム上に新モデルを実装して昭和３３年，昭和３４年，昭

和５７年および平成１０年洪水のピーク流量を計算し，国士交通省がエク

セル（マイクロソフト社の表計算ソフト）上で作成した新モデルによる算

定値と比較した結果，八斗島基準地点における洪水ピーク流量の違いは－

０．７％から＋１．５％であった。さらに，神戸大学が有する貯留関数モ

デルを用いて，昭和５７年及び平成１０年洪水のピーク流量を計算してお

り，国士交通省による新モデルを用いた算定値と比較した結果，八斗島基

準地点における洪水ピーク流量での違いは，昭和５７年洪水では－０．６

％，平成１０年洪水では－０．８％であった。以上より，国士交通省が作

成した新モデルは，基礎方程式，数値計算手法について誤りがないことが

確認されている（被控訴人ら準備書面（２）第２の３（２）ア＜３０．３

１頁＞，乙３５５号証の１＜９頁＞及び乙３５５号証の２＜１０頁＞)。

さらに，国士交通省は，この検証の結果を，河)||整備基本方針を定める
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ときに意見を聴かなければならない「社会資本整備審議会」の河川分科会

に報告したところ，同分科会は，日本学術会議からの回答等を踏まえて，

利根川の基本高水を変更する必要はないとの認識で一致した（被控訴人ら

準備書面（２）第２の４＜３４頁＞，同（３）第２の７＜２９．３０頁＞

及び乙３７９号証く２３．２４頁＞)。

このように，昭和２２年９月のカスリーン台風時の人斗島地点の最大流

量の推定値１万７０００，３／秒を基に２万１１００，３／秒を想定して

いるとの報道は全くの誤りである。２万１１００㎡／秒は日本学術会議

から提示された留意事項に沿って国土交通省が利根川の基本高水の検証に

おいて新たに構築した流出モデルから計算したものであり，八斗島上流域

の氾濫量を用いて計算したものではなく，また，昭和２４年策定の「利根

川改修改訂計画」における小委員会や委員会の議論を基にしたものでもな

い。

控訴人らの主張は’誤った認識のものでしかない。

（４）なお，付言するに，大河原雅子参議院議員の「手I｣根川・江戸川河川整

備計画の策定に関する質問主意書」（乙４２３号証）及び「同答弁書」（乙

４２４号証）によれば，大河原議員から，「利根),，、江戸),,河川整備計画

原案の治水目標流量１万７０００，３／秒は，国土交通省が利根川洪水流

出計算の新モデルを使って１／７０～１／８０の治水安全度に相当する流

量を算出したものと説明されている。この新モデルで昭和２２年カスリー

ン台風の再来計算流量は２万１１００，３／秒（八斗島地点）であり，同

台風の実績ピーク流量の公称値1万７０００，３／秒と比べて，４０００

／ｍ3秒以上も過大であることから，新モデルの科学性の有無が利根ﾉ,，、

江戸川有識者会議の議論で大きな争点となってきた。さらに，本年２月２

１日の第９回利根川●江戸)１１有識者会議で『治水調査会利根川小委員会．

利根)||委員会の議事録』が委員からの要求により配布された。これはカス
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リーン台風直後の昭和２２年１１月から２４年２月までの建設省内の委員

会の議事録である。この議事録から，カスリーン台風洪水実績流量の公称

値１万７０００，３／秒は政治的に決められたものであり，実際の実績流

量はそれより小さい数字で，１万５０００，３／秒以下であったことを読

み取ることができる。その結果，新モデルによるカスリーン台風の再来計

算流量２万１１００，３／秒と実績流量との差は６０００，３／秒以上に

もなり，新モデルは，過大な洪水流量を算出する非科学的な洪水流出計算

モデルであることが￣層明白になったと考えられる。このことについて政

府の見解を明らかにされたい｡」との控訴人からの主張に沿った質問（乙

４２３号証１０．１１頁）がなされた。

これに対して，政府は，「御指摘の意味するところが必ずしも明らかで

はないが，国士交通省は，より精度の高い流出計算モデル（以下「新モデ

ル」という。）を構築し，新モデルによる洪水の再現性の検討等を行うこ

ととし，その結果を『利根)||の基本高水の検証について』として取りまと

め，平成２３年９月に公表したところである。また，当該検証に関しては，

同年１月１３日に日本学術会議に学術的な観点からの評価を依頼し，同年

９月１日に，新モデルについて，基礎方程式及び数値計算手法に誤りがな

いことを確認するとともに，観測データのない場合及び計画策定へ適用す

る場合に必要となる新モデルの頑健性を確認し，さらに，新モデルをその

ような場合に適用したときの不確定性を評価した上で，新モデルによって

計算された八斗島地点における昭和２２年の既往最大洪水流量の推定値等

は妥当である旨の回答を得たところであり，同省としては新モデルは妥当

なものであると考えている。なお，新モデルの構築に当たっては，同年’

１月から昭和２３年９月の治水調査会利根)||小委員会及び昭和２４年２月

の同調査会利根川委員会における議論は基にしていない｡」と回答してい

る（乙４２４号証６．７頁)。
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（５）控訴人らの主張はいずれも失当のものである。

□

第２控訴人ら準備書面（１４）第１部第１の２～８，第２の１について

１カスリーン台風の再来で２万２０００，３／秒の大洪水が来襲するとの広

報について（控訴人ら準備書面（１４）第１部第１の２＜５．６頁＞）

控訴人らは，控訴人らが関東地方整備局の広報（利根川ダム統合管理事務

所く関東地方整備局の出先機関＞の「昭和２２年関東地方に大きな災害をも

たらしたカスリーン台風と同じ降雨があった場合，洪水く想定される洪水＞

が発生した場合’利根川．八斗島地点く河口より１８５ｋｍ＞では２２，Ｏ

ＯＯｍ３／Ｓが流れると予想されます｡」というホームページ）が虚偽であ

ると指摘したことに対し，被控訴人らが，控訴人らは基本高水の定義や算出

された流量の前提条件の違いを理解しておらず，混同しているだけであると

反論したことについて，２万２０００，３／秒は被控訴人が主張するような

流量計算を示しているだけなどとは到底言い得ず，また，流量設定そのもの

に何らの根拠もなく，被控訴人らが意識的に論点をずらし，虚偽の説明を続

け，反論になっていない旨主張している。

利根川ダム統合管理事務所のホームページには，利根jllで発生した主な洪

水と治水計画の変遷として，昭和２２年９月に発生したカスリーン台風時の

人斗島地点における流量は１万７０００，３／秒（推定値)，昭和５５年に

策定された利根川水系工事実施基本計画の八斗島地点における基本高水流量

は２万２０００，３／秒である旨記載されており，カスリーン台風と同じ降

雨があった場合に想定される洪水が２万２０００，３／秒と述べているので

ある。

また，この２万２０００，３／秒は，被控訴人ら準備書面（２）第２の３

（２）（３０～３４頁)，同（３）第２の７（２９．３０頁）及び上記第１に

述べたとおり，根拠があるものであり，被控訴人らが意識的に論点をずらし，
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虚偽の説明を続けているという控訴人らの主張は，基本高水の定義や算出さ

れた流量の前提条件の違いを全く理解していない控訴人らの単なる言いがか

りである。

控訴人らの主張は失当である。

６

■

２基本高水のピーク流量を１万７０００，３／秒から２万２０００，３／秒

に増加させた際の説明について（控訴人ら準備書面（１４）第１部第１の３

く６～８頁＞）

控訴人らは，控訴人らが基本高水のピーク流量を１万７０００，３／秒か

ら２万２０００，３／秒に増加させた際の被控訴人らの説明（被控訴人らが

関東地方整備局からの回答として原審で提出した乙１９８号証の１の２の回

答の（１）＜４頁＞と乙２７８号証の１の５の回答（１）＜１２頁＞の説明）

はその場その場で場当たり的な対応である旨主張したのに対し，被控訴人ら

は，関東地方整備局は一貫した説明を行っており，控訴人らの主張は基本高

水のピーク流量の意味を理解しておらず失当である旨反論しているが，これ

は，新たに「河川整備に対する社会的要請」や「将来的な河川整備の状況等

も含めた検討」との文言を付加し，「将来的な計画値」などと新たな事情を

付加して言い逃れをしようとしているもので，その場その場で場当たり的な

対応を行っているものだと再度主張している。

乙１９８号証の１の説明は，「利根川を取り巻く情勢が＿変したため」と，

昭和５５年に「利根川水系工事実施基本計画」を改定して基本高水のピーク

流量を変更した理由を説明したものであり，乙２７８号証の１の説明は，こ

れに「昭和５５年時点での河川整備に対する社会的要請や今後想定される将

来的な河川整備の状況等も含めた検討を行い，将来的な計画値として基本高

水のピーク流量を毎秒２万２０００，３と定めた」と検討の内容や基本高水

のピーク流量が「利根)||水系工事実施基本計画」の計画値であることがわか
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るようにより丁寧な説明を加えているものであり，場当たり的な対応を行っ

たものではない。

控訴人らの主張は，河川計画や基本高水のピーク流量の意味を理解してお

らず，言葉尻をとらえた単なる言いがかりであり，意味のない主張である。

また，控訴人らは，被控訴人らが昭和２４年に策定された「利根川改修改

訂計画」の基本高水のピーク流量１万７０００，３／秒は，貯留関数法が開

発される前（貯留関数法は昭和３０年代に開発された｡）に推算された流量

でありに１９８号証の１＜６頁＞)，八斗島上流域での氾濫があることを

前提としているが，昭和５５年に策定された「工事実施基本計画」の基本高

水のピーク流量２万２０００，３／秒は，貯留関数法で算出された流量で八

斗島上流域の洪水調節施設での調節（氾濫を含む｡）がないことを前提とし

た流量であると述べたことについて，このような主張はこれまでになされて

■

いない旨主張している。

この被控訴人らの主張は，被控訴人らが原審で提出した関東地方整備局か

らの回答（乙１９８号証の１＜６頁＞）に基づいて述べたものであり，被控

訴人ら準備書面（３）で初めて示したものではない。

控訴人らは，「上流部での氾濫」の話は，昭和２４年の基本高水のピーク

流量を１万７０００，３／秒と決めた際の議論では全く出ておらず，昭和５

５年の河川審議会計画部会でも「上流部での氾濫」に関する議論は殆どなさ

れず，実質１回の審議，総会での審議を含めて２回で終わった旨主張してい

る。

カスリーン台風における「上流部での氾濫」は，上記第１及び被控訴人ら

準備書面（３）第１の４（３）（２０～２３頁）に述べたとおり，内水氾濫

も含め大氾濫があったことは歴史的事実であり，控訴人らの主張は無意味な

ものである。

いずれにしても，控訴人らの主張は失当である。
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３森林の保水力について（控訴人ら準備書面（１４）第１部第１の４＜９～

１１頁＞）

控訴人らは，控訴人らが昭和２４年の「利根川改修改訂計画」から３０年

が経過して利根川を取り巻く情勢が一変したのは流域の森林の保水力である

旨主張したのに対し，被控訴人らは，森林の保水力については，昭和２２年

のカスリーン台風以降の今日までの経年変化において大洪水時のピーク流量

を大きく低減させるほどの変化は現れておらず，飽和雨量は流域の乾湿状況

により変化する数値であり，洪水ごとに違った数値になるものである旨反論

しているが，いずれも理由がないなどと主張している。

上記の「森林の保水力については，・・・変化が現れていない」ことにつ

いては，被控訴人ら準備書面（２）第２の３（２）エ（８２．３３頁）に述べ

たとおり，日本学術会議の「回答河川流出モデル・基本高水の検証に関す

る学術的な評価」（乙３５５号証の１＜１５頁＞及び乙３５５号証の２＜１

８頁，１７９～１８３頁＞）から引用したもの，「飽和雨量は・・・洪水ご

とに違った数値になるものである」ことについては，被控訴人ら準備書面

（３）第１の２（２）（１２．１３頁）に述べたとおり，日本学術会議の公開

説明会「河川流出モデル･基本高水の検証に関する学術的な評価」議事録の

小池委員長の説明（乙３６８号証く甲Ｂ１６３号証＞１３頁）から引用した

ものであり，日本を代表する科学者による客観的かつ科学的な説明であって，

理由がないなどといえるものではない。

一方，控訴人らは，関良基の計算結果などをもとに，森林の保水力による

飽和雨量の増大は顕著である旨主張しているが，被控訴人ら準備書面（３）

第１の３（３）（１６頁）に述べたとおり，関は流出計算モデルの専門家では

なく（森林政策等が専門のようである｡)，貯留関数法のモデルの意味を理解

しているとは,思われず，その関による流出計算モデルに客観的かつ科学的な

ｐ
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